
*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 7,510 固定負債 5,434

有形固定資産 6,974 ※ 地方債 4,942
事業用資産 3,549 長期未払金 -

土地 1,219 退職手当引当金 454
立木竹 248 損失補償等引当金 -
建物 6,327 その他 38
建物減価償却累計額 △ 4,330 流動負債 631
工作物 1,682 1年内償還予定地方債 495
工作物減価償却累計額 △ 1,597 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 93
航空機 - 預り金 43
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 6,065
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 9,527

インフラ資産 3,367 余剰分（不足分） △ 5,868
土地 17
建物 84
建物減価償却累計額 △ 59
工作物 6,617
工作物減価償却累計額 △ 3,292
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 318
物品減価償却累計額 △ 259

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 536 ※

投資及び出資金 24
有価証券 1
出資金 23
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 25
長期貸付金 13
基金 475

減債基金 -
その他 475

その他 -
徴収不能引当金 △ 2

流動資産 2,215 ※

現金預金 190
未収金 7
短期貸付金 -
基金 2,017

財政調整基金 1,719
減債基金 298

棚卸資産 -
その他 0
徴収不能引当金 - 3,659

9,724 ※ 9,724

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

経常費用 4,321 ※

業務費用 2,552 ※

人件費 846 ※

職員給与費 592
賞与等引当金繰入額 93
退職手当引当金繰入額 88
その他 74

物件費等 1,604 ※

物件費 841
維持補修費 508
減価償却費 256
その他 -

その他の業務費用 101
支払利息 34
徴収不能引当金繰入額 2
その他 65

移転費用 1,770
補助金等 712
社会保障給付 747
他会計への繰出金 281
その他 30

経常収益 153
使用料及び手数料 45
その他 108

純経常行政コスト △ 4,168
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 4,168

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 4,078 ※ 8,896 △ 4,819

純行政コスト（△） △ 4,168 △ 4,168

財源 3,963 ※ 3,963 ※

税収等 3,092 3,092

国県等補助金 872 872

本年度差額 △ 205 △ 205

固定資産等の変動（内部変動） 132 △ 132

有形固定資産等の増加 201 △ 201

有形固定資産等の減少 △ 256 256

貸付金・基金等の増加 309 △ 309

貸付金・基金等の減少 △ 122 122

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △ 214 △ 214

その他 0 713 △ 713

本年度純資産変動額 △ 419 630 ※ △ 1,049 ※

本年度末純資産残高 3,659 ※ 9,527 ※ △ 5,868

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 4,052

業務費用支出 2,283 ※

人件費支出 878
物件費等支出 1,348
支払利息支出 34
その他の支出 22

移転費用支出 1,770
補助金等支出 712
社会保障給付支出 747
他会計への繰出支出 281
その他の支出 30

業務収入 4,120 ※

税収等収入 3,096
国県等補助金収入 872
使用料及び手数料収入 45
その他の収入 108

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 68
【投資活動収支】

投資活動支出 510
公共施設等整備費支出 201
基金積立金支出 306
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 3
その他の支出 -

投資活動収入 117 ※

国県等補助金収入 -
基金取崩収入 114
貸付金元金回収収入 4
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 393
【財務活動収支】

財務活動支出 437
地方債償還支出 437
その他の支出 -

財務活動収入 669
地方債発行収入 669
その他の収入 -

財務活動収支 231 ※

△ 94
240
147 ※

前年度末歳計外現金残高 41
本年度歳計外現金増減額 3
本年度末歳計外現金残高 43 ※

本年度末現金預金残高 190

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 7,665 ※ 固定負債 5,434

有形固定資産 6,974 ※ 地方債等 4,942
事業用資産 3,549 長期未払金 -

土地 1,219 退職手当引当金 454
立木竹 248 損失補償等引当金 -
建物 6,327 その他 38
建物減価償却累計額 △ 4,330 流動負債 631
工作物 1,682 1年内償還予定地方債等 495
工作物減価償却累計額 △ 1,597 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 93
航空機 - 預り金 43
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 6,065
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 9,683

インフラ資産 3,367 余剰分（不足分） △ 5,719
土地 17
建物 84
建物減価償却累計額 △ 59
工作物 6,617
工作物減価償却累計額 △ 3,292
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 318
物品減価償却累計額 △ 259

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 692
投資及び出資金 24

有価証券 1
出資金 23
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 60
長期貸付金 13
基金 600

減債基金 -
その他 600

その他 -
徴収不能引当金 △ 5

流動資産 2,363 ※

現金預金 328
未収金 19
短期貸付金 -
基金 2,017

財政調整基金 1,719
減債基金 298

棚卸資産 -
その他 0
徴収不能引当金 -

繰延資産 - 3,963 ※

10,029 ※ 10,029 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

経常費用 6,630 ※

業務費用 2,648
人件費 846 ※

職員給与費 592
賞与等引当金繰入額 93
退職手当引当金繰入額 88
その他 74

物件費等 1,648
物件費 884
維持補修費 508
減価償却費 256
その他 -

その他の業務費用 154 ※

支払利息 34
徴収不能引当金繰入額 5
その他 114

移転費用 3,982 ※

補助金等 2,917
社会保障給付 747
他会計への繰出金 289
その他 30

経常収益 167
使用料及び手数料 45
その他 122

純経常行政コスト △ 6,463
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 6,463

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 4,354 9,006 △ 4,652

純行政コスト（△） △ 6,463 △ 6,463

財源 6,287 6,287

税収等 4,636 4,636

国県等補助金 1,651 1,651

本年度差額 △ 176 △ 176

固定資産等の変動（内部変動） 155 ※ △ 155 ※

有形固定資産等の増加 201 △ 201

有形固定資産等の減少 △ 256 256

貸付金・基金等の増加 332 △ 332

貸付金・基金等の減少 △ 123 123

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △ 214 △ 214

その他 0 736 △ 736

本年度純資産変動額 △ 390 677 △ 1,067

本年度末純資産残高 3,963 ※ 9,683 △ 5,719

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 6,357 ※

業務費用支出 2,375
人件費支出 879
物件費等支出 1,392
支払利息支出 34
その他の支出 70

移転費用支出 3,982 ※

補助金等支出 2,917
社会保障給付支出 747
他会計への繰出支出 289
その他の支出 30

業務収入 6,458
税収等収入 4,640
国県等補助金収入 1,651
使用料及び手数料収入 45
その他の収入 122

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 101
【投資活動収支】

投資活動支出 534
公共施設等整備費支出 201
基金積立金支出 330
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 3
その他の支出 -

投資活動収入 117 ※

国県等補助金収入 -
基金取崩収入 114
貸付金元金回収収入 4
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 417
【財務活動収支】

財務活動支出 437
地方債償還支出 437
その他の支出 -

財務活動収入 669
地方債発行収入 669
その他の収入 -

財務活動収支 231 ※

△ 85
369
284

前年度末歳計外現金残高 41
本年度歳計外現金増減額 3
本年度末歳計外現金残高 43 ※

本年度末現金預金残高 328 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 8,345 固定負債 5,881 ※

有形固定資産 7,395 地方債等 5,136
事業用資産 3,850 長期未払金 0

土地 1,273 退職手当引当金 566
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 248 その他 178
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 693
建物 6,707 1年内償還予定地方債等 547
建物減価償却累計額 △ 4,464 未払金 0
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 1,686 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 1,600 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 102
船舶 0 預り金 44
船舶減価償却累計額 0 その他 0
船舶減損損失累計額 0 6,573 ※

浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 10,406
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 6,175
航空機 0 他団体出資等分 0
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 0

インフラ資産 3,367
土地 17
土地減損損失累計額 0
建物 84
建物減価償却累計額 △ 59
建物減損損失累計額 0
工作物 6,617
工作物減価償却累計額 △ 3,292
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 0

物品 553
物品減価償却累計額 △ 375
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 950
投資及び出資金 24

有価証券 1
出資金 23
その他 0

長期延滞債権 60
長期貸付金 13
基金 858

減債基金 0
その他 858

その他 0
徴収不能引当金 △ 5

流動資産 2,460
現金預金 380
未収金 19
短期貸付金 0
基金 2,061

財政調整基金 1,763
減債基金 298

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0

繰延資産 0 4,231

10,805 10,805 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

経常費用 8,372 ※

業務費用 2,953 ※

人件費 1,025 ※

職員給与費 758
賞与等引当金繰入額 102
退職手当引当金繰入額 88
その他 78

物件費等 1,747
物件費 949
維持補修費 508
減価償却費 290
その他 0

その他の業務費用 181
支払利息 37
徴収不能引当金繰入額 5
その他 139

移転費用 5,419
補助金等 2,927
社会保障給付 2,044
他会計への繰出金 289
その他 159

経常収益 202
使用料及び手数料 55
その他 147

純経常行政コスト △ 8,171 ※

臨時損失 0
災害復旧事業費 0
資産除売却損 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 0

臨時利益 2
資産売却益 0
その他 2

純行政コスト △ 8,169

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 連結
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 百万円

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 4,617 9,717 △ 5,100 0

純行政コスト（△） △ 8,169 △ 8,169 -

財源 7,969 7,969 -

税収等 5,726 5,726 -

国県等補助金 2,243 2,243 -

本年度差額 △ 200 △ 200 -

固定資産等の変動（内部変動） 140 △ 140

有形固定資産等の増加 216 △ 216

有形固定資産等の減少 △ 290 290

貸付金・基金等の増加 376 △ 376

貸付金・基金等の減少 △ 162 162

資産評価差額 28 28

無償所管換等 △ 214 △ 214

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 0 0

その他 0 736 △ 736

本年度純資産変動額 △ 386 689 ※ △ 1,075 ※ 0

本年度末純資産残高 4,231 10,406 △ 6,175 0

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

省略


